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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第２期

当第１四半期
連結累計(会計)期間

第１期  

会計期間
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成20年４月１日
至平成21年３月31日

 

 

売上高（百万円） 99,109 309,771 

経常損失（△）（百万円） △7,061 △6,809 

四半期（当期）純損失（△）（百万円） △8,041 △18,795 

純資産額（百万円） 78,437 85,579 

総資産額（百万円） 332,725 354,652 

１株当たり純資産額（円） 80.15 86.60 

１株当たり四半期（当期）純損失金額

（△）（円）
△8.32 △28.22 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

　純損失金額（△）（円）
   ━     ━  

自己資本比率（％） 23.3 23.6 

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
412 9,765 

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,805 △11,288 

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△6,579 9,726 

現金及び現金同等物の四半期末（期末）　

残高（百万円）
44,117 52,393 

従業員数（人） 19,311　 19,540　  

（注）１．当社は、日本ビクター株式会社（以下「ビクター」）と株式会社ケンウッド（以下「ケンウッド」）の経

営統合にともない、平成20年10月１日付で両社の共同持株会社として設立されました。設立に際してはケン

ウッドを取得企業として企業結合会計を行ったため、前連結会計年度（平成20年４月１日～平成21年３月

31日）の連結経営成績は、取得企業であるケンウッドの前連結会計年度の経営成績を基礎に、ビクターの前

下期（平成20年10月１日～平成21年３月31日）の連結経営成績を連結したものになります。

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

３．売上高には消費税等は含まれていません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、四半期（当期）純損失であり、また潜在

株式が存在しないため記載していません。

５．当社は平成20年10月１日設立のため、前第１四半期連結累計（会計）期間（平成20年４月１日～平成20年６

月30日）に係る記載はしていません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、ビクターとケンウッド（以下「両社」）の最大の共通事業であるカーエレク

トロニクス事業の統合効果を最大化するため、両社の合弁会社であるＪ＆Ｋテクノロジーズ㈱をＪ＆Ｋカーエレクト

ロニクス㈱に改称すると共に、これまでの開発・生産機能に加え、両社の商品企画・マーケティング機能の統合を

行っています。

　また、当第１四半期連結会計期間より事業の種類別セグメントの事業区分を変更しています。変更の内容及び理由

は、『第５ 経理の状況 １「四半期連結財務諸表」（セグメント情報）「事業の種類別セグメント情報」注１.』に

記載しています。　　

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、連結子会社のＪ＆Ｋテクノロジーズ㈱は、業容を拡大し、社名をＪ＆Ｋカーエ

レクトロニクス㈱に変更しています。 

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 19,311(3,281)

（注）１.従業員数は、当社及び当社の連結子会社から当社及び当社の連結子会社外への出向者を除き、当社及び当社

の連結子会社外から当社及び当社の連結子会社への出向者を含む就業人員数です。

２.従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間における平均雇用人員（１日８時間換算）

です。

３.臨時従業員は、パートタイマー、アルバイト及び契約社員を含み、派遣社員は除いています。

 

(2）提出会社の状況 

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 759  

（注）１.従業員数は、当社から当社外への出向者を除き、当社外から当社への出向者を含む就業人員数です。

２.従業員数が当第１四半期会計期間において128人増加していますが、その主な理由は、平成21年６月24日付で

組織変更を行い、これまでビクターに配置していた研究開発部門を当社内の組織に配置したことによるもの

です。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、以下のとおりです。

　 事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同四半期比 　

　 カーエレクトロニクス事業 22,959　 － 　

　 ホーム＆モバイルエレクトロニクス事業　 38,041 － 　

　 業務用システム事業　 16,393 － 　

　 エンタテインメント事業　 11,329 － 　

　 その他 3,063 － 　

　 合計 91,785 － 　

（注）１．金額は販売価格で計上しており、消費税等は含まれていません。

２．当社は平成20年10月１日設立のため、前年同四半期比は記載していません。

　　

（２）受注状況

当社グループ（当社及び当社の連結子会社）の製品のうち、カーエレクトロニクス事業・ホーム＆モバイルエレク

トロニクス事業・業務用システム事業・その他事業については原則として見込生産によっています。また、エンタテ

インメント事業の一部は受注生産によっていますが、これらは受注と同時に生産・引渡しを行うため受注高と販売高

はほぼ同額です。

　　

（３）販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績は、「第２　事業の状況　４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析 （１）経営成績の分析」に、事業の種類別セグメントごとに記載しています。なお、主要な販売先

については、総販売実績に対する販売割合が100分の10以上を占める相手先がないため、記載を省略しています。 

　

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度に係る有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析　

　当社は、平成20年10月１日付でビクター及びケンウッドの共同持株会社として発足しました。当社は、新しい企業グ

ループとしてスタートを切るにあたり、①ケンウッドが会計上の取得企業となったことから、当社の平成21年３月期

実績にはビクターの上期実績が連結されていないこと、②構造改革によって非中核事業の譲渡・終息や不採算事業の

絞り込みを実施し、ビクターとケンウッドの基幹事業を４つの事業セグメントに再編成したこと、③ビクターの売上

高の算定方法をネット方式（顧客に対する値引き額の一部を売上高から控除する方式）に変更したことなどから、当

第１四半期は前年同期との単純比較ができませんので、前年同期実績については記載していません。

　（当第１四半期連結会計期間業績の状況）

当第１四半期の世界経済は、米国の金融不安に端を発した昨秋以降の経済危機の影響により、円高傾向をともなっ

て世界規模での景気低迷が続きました。

　当第１四半期は、その厳しい経営環境の中、コンシューマビジネスの販売が当第１四半期末に向けて回復し、売上面

では回復傾向が見られました。一方、損益面では、前第４四半期に注力した、①ディスプレイ分野、　カーエレクトロニ

クスOEM分野、ホームオーディオ分野の事業構造改革と、それに係る生産・販売体制や物流・サービス関係会社の構造

改革、②当社発足時グループ連結人員の約14％にあたる約3,200名の削減を含む雇用構造改革、③より踏み込んだ報酬

一部返上などの緊急対策からなる追加施策を徹底し、大きなコスト削減効果を得ることができました。しかしながら、

ホーム＆モバイルエレクトロニクス事業が欧州での回復の遅れの影響を受け、業務用システム事業が米国の公共安全

分野における一時的な政策の影響などを受けました。

前第４四半期との比較では、売上高、営業利益、経常利益が前第４四半期実績を下回りましたが、構造改革などによ

る特別損失の減少により、四半期純損失は前第４四半期実績より減少しました。また、当第１四半期末に向けた販売の

回復にともない、平成21年６月には各損益が大幅に改善し、回復傾向が顕著に表れました。　

＊売上高　
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当第１四半期の売上高は、B to Bビジネスである業務用システム事業が、平成21年４月以降、業務用無線機器分野に

おける米国の公共安全向け投資予算の政策的な見直し及び一時的な執行先送りの影響などを受けましたが、コン

シューマビジネスであるカーエレクトロニクス事業、ホーム＆モバイルエレクトロニクス事業、エンタテインメント

事業では回復傾向が見られ、全体では991億９百万円となりました。

　前第４四半期との比較では、業務用システム事業が上記のような影響を受けましたが、カーエレクトロニクス事業を

中心に、当第１四半期末に向けて販売が回復に転じたことから、4.1％の減収にとどまりました。

＊営業利益

　 当第１四半期の営業利益は、前期に事業構造改革を実施したディスプレイ分野、ホームオーディオ分野、カーエレク

トロニクスOEM分野で損益改善が進みましたが、上記のような業務用システム事業の売上減少の影響に加え、ホーム＆

モバイルエレクトロニクス事業では、カムコーダー分野の欧州での回復が遅れ、旧商品群の処分や新商品群の導入が

ずれ込んだことから価格下落の影響を吸収できず、全体では60億26百万円の損失となりました。

なお、追加施策によるコスト削減効果は約53億円、コストシナジー効果は約10億円、経営統合による会計上の効果は

約10億円でした。

前第４四半期との比較では、当第１四半期の期末に向けた販売の回復にともなってカーエレクトロニクス事業の損

益が大きく改善しましたが、業務用システム事業の損益悪化が大きく、約27億円の悪化となりました。

＊経常利益　

当第１四半期の経常利益は、営業利益の悪化にともない、70億61百万円の損失となりました。

なお、経営統合にともなって生じた「負ののれん」の償却額など会計上の効果は約５億円でした。

前第４四半期との比較では、為替差損の減少などによる営業外収支の改善が営業利益の減少を吸収し、約６億円の

悪化にとどまりました。

＊四半期純利益

当第１四半期の四半期純利益は、経常利益の悪化にともない、80億41百万円の損失となりました。

なお、追加施策に要する費用のうち引当金の計上要件を満たす費用については引当済みであったことや、経営統合

にともない連結納税制度を適用したことが合計約５億円の会計上の効果となりました。

前第４四半期との比較では、構造改革費用の減少などにより特別損失が大幅に減少したことから、約74億円の改善

となり、損失が半減しました。

（当第１四半期連結会計期間の事業の種類別セグメントの売上高及び損益）

　事業の種類別セグメントの売上高及び営業利益は以下のとおりです。

（単位：百万円）

 
　事業区分

 

当第１四半期

連結会計期間

（参考）　

前第４四半期

連結会計期間

 カーエレクトロニクス事業 売上高 24,827 23,181

 営業利益 △1,611 △2,930

 ホーム＆モバイルエレクトロニクス事業 売上高 39,874 41,850

 営業利益 △3,218 △1,102

 業務用システム事業 売上高 19,993 25,343

 営業利益 △1,614 1,515

 エンタテインメント事業 売上高 11,669 11,577

 営業利益 18 △648

 その他事業 売上高 2,743 1,439

 営業利益 397 △179

 合計 売上高 99,109 103,391

 営業利益 △6,026 △3,345

 経常利益 △7,061 △6,499

 四半期純利益 △8,041 △15,458

（注）前第４四半期は、主に「ホーム＆モバイルエレクトロニクス事業」セグメントに特許料収入と育成事業に係る

損益が、「その他」セグメントに光ピックアップ事業に係る損益が含まれていますが、当第１四半期は「その

他」セグメントに特許料収入と育成事業に係る損益が、「カーエレクトロニクス事業」セグメント及び「ホー

ム＆モバイルエレクトロニクス事業」セグメントに光ピックアップ事業に係る損益が含まれています。　 
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＊カーエレクトロニクス事業

　昨秋以降、当社グループ最大の課題となっていたカーエレクトロニクス事業は、市販分野で、価格下落の影響があっ

たものの、米国を中心に2009年商品群の導入が進み、OEM分野で、前期に実施した事業構造改革の効果が表れたことに

加え、各国の自動車購入促進策の効果により国内向けカーナビゲーションシステムや海外向け車載機器用CD／DVDメ

カの受注が好調だったことから、両分野とも当第１四半期末に向けて売上高・損益が回復に転じました。

これにより、当第１四半期の売上高は248億27百万円となり、営業利益は16億11百万円の損失になりました。

　前第４四半期との比較では、カーエレクトロニクス事業全体の売上高は7.1％増加し、損益も約13億円改善しました。

＊ホーム＆モバイルエレクトロニクス事業　

　ホーム＆モバイルエレクトロニクス事業は、ディスプレイ分野とホームオーディオ分野で、前期に実施した事業構造

改革の成果が表れ、当第１四半期末に向けて高付加価値商品を中心に販売が回復に転じたことに加え、コスト削減効

果により損益改善が進みました。しかしながら、カムコーダー分野では欧州での回復が遅れ、旧商品群の処分や新商品

群の導入がずれ込んだことから価格下落の影響を吸収できませんでした。

　これにより、当第１四半期の売上高は398億74百万円となり、営業利益は32億18百万円の損失となりました。

　前第４四半期との単純比較では、ホーム＆モバイルエレクトロニクス事業全体の売上高は4.7％減少し、損益は約21

億円悪化しましたが、特許料収入と育成事業に係る損益を除き、光ピックアップ事業に係る損益を加えた新しい基準

による比較では、ディスプレイ分野とホームオーディオ分野の販売回復に加え、カムコーダー分野でも当第１四半期

末に向けて旧商品群の在庫適正化が進み、新商品群の販売が徐々に回復したことから、売上高・損益ともおおむね同

水準となりました。

＊業務用システム事業

　業務用システム事業では、平成21年３月までデジタル業務用無線機器の普及を背景に業務用無線機器が好調に推移

していましたが、平成21年４月以降、米国における公共安全向け投資予算の政策的な見直し及び一時的な執行先送り

の影響により、公共安全向けの受注が大幅に減少しました。また、プロシステム分野でも、平成21年４月以降、民間産業

向けの受注が減少しました。

　これにより、当第１四半期の売上高は199億93百万円となり、営業利益は16億14百万円の損失となりました。

　前第４四半期との比較では、業務用システム事業全体の売上高は21.1％減少し、損益は約31億円悪化しました。

＊エンタテインメント事業

　エンタテインメント事業は、大型作品やアニメ関連のヒットによりコンテンツビジネスが好調に推移したことに加

え、音楽ソフトなどのプレス、物流、制作など既存の受託ビジネスでも凸版印刷との資本業務提携による業容拡大が寄

与しました。

　これにより、当第１四半期の売上高は116億69百万円となり、営業利益は管理楽曲に係る権利収入の計上基準を変更

した影響もあり、18百万円の黒字となりました。

　前第４四半期との比較では、エンタテインメント事業全体の売上高は0.8％増加し、損益は約７億円改善しました。

（当第１四半期連結会計期間の所在地別セグメントの売上高及び損益）

　所在地別セグメントの売上高及び営業利益は以下のとおりです。

＊日本

　ディスプレイ分野における国内事業の絞り込みをはじめとする構造改革の影響や、景気悪化にともなう販売減少の

影響などにより、売上高は360億63百万円、営業利益は38億71百万円の損失となりました。

＊米州

　円高の影響やB to Bビジネスである業務用無線機器分野の受注減少が売上高及び損益に影響しましたが、カーエレ

クトロニクス事業を中心にコンシューマビジネスは回復傾向が見られ、売上高は289億59百万円、営業利益は67百万円

の損失にとどまりました。

＊欧州

　円高の影響やコンシューマビジネスの回復が遅れた影響などにより、売上高は218億72百万円、営業利益は8億68百万

円の損失となりました。

＊アジア

　円高の影響や景気悪化にともなう販売減少の影響などにより、売上高は117億28百万円、営業利益は2億17百万円の損

失となりました。
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（２）財政状態の分析

（当第１四半期連結会計期間の資産、負債及び純資産に関する分析） 

＊資産

　総資産は、主として業務用システム事業の売上減少にともなう売上債権の減少や、たな卸資産の圧縮により、前期末

比で約219億円減の3,327億25百万円となりました。

＊負債

　有利子負債は、ケンウッドが保有していた当社株式の自己株式化にともない、それに関連する短期借入金（150億

円）を返済したことに加え、ビクターが発行する無担保社債の一部（30億円）を期限前に買入償還したことなどか

ら、前期末比で約53億円減の1,273億43百万円となり、負債合計は前期末比で約148億円減の2,542億88百万円となりま

した。一方、ネットデット（有利子負債（借入金、社債の合計）から現金及び預金を控除した金額）は、事業環境の悪

化にともなう現金及び預金の減少により、前期末比で約30億円増の831億98百万円となりました。

＊純資産　

　株主資本合計は、当第１四半期純損失の計上により、前期末比で約78億円減の942億74百万円となり、評価・換算差額

等調整後の純資産合計は前期末比で約71億円減の784億37百万円となりました。

（３）キャッシュ・フローの状況

（当第１四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの分析） 

＊営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益は76億39百万円の損失となったものの、売上債権・たな卸資産の圧縮による必要運転資

金の改善により、４億12百万円の収入となりました。

＊投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の売却による収入があったものの、有形固定資産及び無形固定資産の取得などにより、28億５百万円の支

出となりました。

＊財務活動によるキャッシュ・フロー

無担保社債の一部の買入償還や短期借入金の返済による有利子負債の圧縮により、65億79百万円の支出となりまし

た。

なお、当第１四半期末の現金及び現金同等物については、441億17百万円となりました。

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当社グループは、平成20年10月１日の当社発足と同時に収益構造改革を開始し、さらに、その後の経営環境の悪化に

対しては追加施策を実施し、その主な施策を前第４四半期末までに完了しました。当第１四半期は、当期の重点施策で

あるキャッシュの増出に取り組むとともに、収益構造改革の継続・強化、追加施策の徹底により、大きなコスト削減効

果を得ることができましたが、当第１四半期に生じた損益悪化要因をふまえ、当期の収益を確保するとともに来期以

降の展望を切り開くため、以下の特別対策を実施します。

①ビクターにおける欧州構造改革と、プロシステム分野の事業体制改革　

＊欧州構造改革

ビクターの欧州での主要事業であるカムコーダー分野、ディスプレイ分野、ホームオーディオ分野の販売力強化と、

カムコーダー分野の抜本的なコスト構造改革、さらには欧州全体でのコンシューマビジネスとB to Bビジネスである

プロシステム分野の抜本的な構造改革に取り組んでいきます。

＊プロシステム分野の事業体制改革

プロシステム分野では、これまでの機器供給を主体にした体制から、当社の独自技術を活かしながら育成事業と一

体となって顧客のニーズを具現化する、ビジネスソリューションの供給体制へと事業体制の改革を行います。

　また、現在プロシステムを生産しているビクター八王子工場の生産部門を横須賀工場に集結させ、国内生産を１ヶ所

に集約することを検討してきましたが、さらに踏み込んだ事業運営の効率化と資産のキャッシュ化をはかるため、八

王子工場の売却の検討を進めています。　

②ビクターサービスエンジニアリングにおける早期退職優遇措置

　当社発足以降、ビクターの子会社であるビクターサービスエンジニアリング㈱においても構造改革に取り組み、コス

ト削減を推進してきましたが、商品販売規模の縮小にともなう修理需要の減少や、修理部品出荷量の減少など、厳しい

経営環境が予想される中、中長期にわたって安定した経営を実現するため、さらに踏み込んだ抜本的構造改革として

早期退職優遇措置を実施することについて、現在労働組合と協議中です。

③ITコスト、イベント関連などの経費削減

　ビクターが従来から所有し、運用・管理していたホストコンピューターやサーバーなどを、現状の事業規模・体制に

見合った体系へと抜本的に見直します。具体的には、日本IBMと戦略的アウトソーシング契約を締結し、同社のクラウ
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ド・コンピューティング・サービス（シェアード・ホスティング・サービス）を活用することにより、２ヶ所に分散

していたデータセンター機能をIBM幕張データセンターに移転・集約し、従来のホストコンピューターのリース契約

を解消するなど、運用・管理業務の低コスト・高効率化をはかります。

　また、平成21年10月に開催される「CEATEC JAPAN 2009」への出展見送りなど、イベント関連を中心にさらに踏み込

んだ経費削減を実施します。

（５）研究開発活動

　当社グループの当第１四半期連結会計期間における研究開発費の総額は、75億48百万円です。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

EDINET提出書類

ＪＶＣ・ケンウッド・ホールディングス株式会社(E21320)

四半期報告書

 8/31



第３【設備の状況】

（１）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

　　

（２）設備の新設、除却等の計画　

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,000,000,000

計 4,000,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,090,002,0151,090,002,015
東京証券取引所

（市場第一部） 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元株式数100株

計 1,090,002,0151,090,002,015 － －

　 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日
－ 1,090,002 － 10,000 － 10,000

　

（５）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、スパークス・アセット・マネジメント株式会社から、平成21年４月27日付で提

出された大量保有報告書等の写しの送付を受け、平成21年４月22日現在の保有株券等の数及び株券等保有割合は

下記（大量保有報告書等の内容）のとおりである旨報告がありましたが、当第１四半期会計期間末日時点におけ

る実質所有状況の確認ができません。大量保有報告書等は都度開示されています。

（大量保有報告書等の内容） 

氏名又は名称 住所 提出日
報告義務
発生日

保有株券等
の数
（千株）

発行済株式総数
に対する株券等
保有割合（％）

スパークス・アセット・マネ

ジメント株式会社

東京都品川区大崎一丁目11番２

号ゲートシティ大崎

平成21年

４月27日

平成21年

４月22日
43,085 3.95
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしています。

 

　①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 

普通株式　 　123,115,700
－

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式

単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　　 966,530,400 9,665,304 同上　

単元未満株式 普通株式　 　　　355,915 － 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 1,090,002,015－ －

総株主の議決権 － 9,665,304 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が8,100株（議決権の数

81個）含まれています。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の株式が13株含まれています。

 

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

ＪＶＣ・ケンウッド・

ホールディングス株式会

社

神奈川県横浜市神奈

川区守屋町三丁目12

番地

123,115,700 － 123,115,700 11.29

計 － 123,115,700 － 123,115,700 11.29

  

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 ５月 ６月  

最高（円） 76 73 83  

最低（円） 34 47 66  

　（注）最高・最低株価は、㈱東京証券取引所市場第一部におけるものです。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、以下のとおりです。 　

(１)　新任役員

　　該当事項はありません。

　

(２) 退任役員

　　該当事項はありません。 

　

(３) 役職の異動 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役

執行役員最高財務責任者

(CFO)

CEO補佐(経営戦略、財務戦略、

グループ連結経営改革)

取締役

執行役員最高財務責任者

(CFO)

CEO補佐(経営戦略、財務戦略、

グループ連結経営改革)

企業戦略部長

尾高　宏 平成21年７月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について　

（１）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

 

（２）当社は平成20年10月１日設立のため、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日ま

で）に係る記載はしていません。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けています。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツ

となっています。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 44,144 52,417

受取手形及び売掛金 71,510 78,743

商品及び製品 44,626 48,843

仕掛品 5,611 5,314

原材料及び貯蔵品 13,352 14,305

その他 18,025 16,876

貸倒引当金 △3,024 △2,911

流動資産合計 194,247 213,588

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 23,142 22,765

機械装置及び運搬具（純額） 7,586 8,172

工具、器具及び備品（純額） 10,300 10,514

土地 57,361 57,508

建設仮勘定 2,865 4,172

有形固定資産合計 ※1
 101,256

※1
 103,134

無形固定資産

のれん 5,496 5,580

ソフトウエア 9,298 9,015

その他 5,476 5,503

無形固定資産合計 20,271 20,100

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 5,031

※2
 4,468

その他 12,035 13,476

貸倒引当金 △674 △738

投資その他の資産合計 16,392 17,206

固定資産合計 137,920 140,441

繰延資産 557 622

資産合計 332,725 354,652
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 31,310 30,391

短期借入金 ※4
 88,783

※4
 91,101

1年内償還予定の社債 17,960 20,960

未払費用 39,753 48,731

未払法人税等 949 1,457

製品保証引当金 3,267 3,452

返品調整引当金 1,248 1,401

構造改革引当金 3,212 3,744

その他 ※2
 16,250

※2
 14,650

流動負債合計 202,735 215,892

固定負債

社債 20,600 20,600

退職給付引当金 16,163 17,422

負ののれん 2,027 2,433

その他 12,761 12,725

固定負債合計 51,552 53,181

負債合計 254,288 269,073

純資産の部

株主資本

資本金 10,000 10,000

資本剰余金 111,143 111,143

利益剰余金 △6,607 1,174

自己株式 △20,261 △20,261

株主資本合計 94,274 102,055

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9 △401

繰延ヘッジ損益 229 39

土地再評価差額金 2,954 2,954

為替換算調整勘定 △19,975 △20,912

評価・換算差額等合計 △16,781 △18,320

少数株主持分 944 1,843

純資産合計 78,437 85,579

負債純資産合計 332,725 354,652
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 99,109

売上原価 71,332

売上総利益 27,776

販売費及び一般管理費 ※1
 33,803

営業損失（△） △6,026

営業外収益

受取利息 51

受取配当金 197

負ののれん償却額 405

その他 331

営業外収益合計 986

営業外費用

支払利息 784

売上割引 153

為替差損 122

その他 960

営業外費用合計 2,020

経常損失（△） △7,061

特別利益

固定資産売却益 45

退職給付引当金戻入額 321

その他 72

特別利益合計 440

特別損失

固定資産除却損 14

固定資産売却損 63

関係会社整理損 261

事業構造改革費用 210

雇用構造改革費用 107

過年度租税公課 289

その他 72

特別損失合計 1,018

税金等調整前四半期純損失（△） △7,639

法人税、住民税及び事業税 379

法人税等調整額 35

法人税等合計 415

少数株主損失（△） △14

四半期純損失（△） △8,041
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △7,639

減価償却費 4,991

のれん償却額 82

負ののれん償却額 △405

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,374

貸倒引当金の増減額（△は減少） △17

受取利息及び受取配当金 △249

支払利息 784

固定資産除却損 14

固定資産売却損益（△は益） 17

売上債権の増減額（△は増加） 8,563

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,484

仕入債務の増減額（△は減少） 689

構造改革引当金の増減額（△は減少） △532

未払費用の増減額（△は減少） △6,157

その他 △2,599

小計 1,651

利息及び配当金の受取額 249

利息の支払額 △478

法人税等の支払額 △1,009

営業活動によるキャッシュ・フロー 412

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,927

有形固定資産の売却による収入 284

無形固定資産の取得による支出 △1,101

その他 △60

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,805

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,724

社債の償還による支出 △2,955

その他 99

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,579

現金及び現金同等物に係る換算差額 626

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,345

現金及び現金同等物の期首残高 52,393

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

69

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 44,117
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変

更

（１）連結の範囲の変更

　当社の非連結子会社であったビクター興産㈱は、当社の連結子会社であった㈱ケン

ウッド・アドミを吸収合併し、Ｊ＆Ｋパートナーズ㈱に社名変更しました。

　これにより、当第１四半期連結会計期間より、Ｊ＆Ｋパートナーズ㈱を連結の範囲

に含めるとともに、㈱ケンウッド・アドミは消滅したため、連結の範囲から除外しま

した。

　また、JVC FOREX (UK) LIMITEDは清算結了により、連結の範囲から除外しました。

 （２）変更後の連結子会社の数　115社

２．会計処理基準に関する事項の

変更

（１）完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更　

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用していまし

たが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及

び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号平成19

年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半期連結会計期間

に着手した工事契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成

果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原

価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しています。

　なお、この変更による当第１四半期連結会計期間の売上高、損益への影響はありま

せん。

（２）管理楽曲に係る使用許諾契約に基づく収益計上基準の変更

　当社の子会社であるビクターエンタテインメント㈱等における管理楽曲使用許諾

に関する売上計上については、従来、使用許諾期間に基づき期間配分する方法を原則

としていましたが、当第１四半期連結会計期間より、契約の実質に照らして資産又は

権利の販売とみなすべき取引については、使用許諾契約を締結した時点で一括して

売上計上する方法に変更しました。この変更は、当期に、音楽著作権等の使用許諾に

関する取引の見直しを行い、実質的に資産又は権利の販売とみなすべき取引の収益

認識をより実態に合わせて連結財務諸表に反映させるために行ったものです。

　この結果、従来の方法によった場合に比較して、当第１四半期連結会計期間の売上

高は 826百万円増加し、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失は 826百

万円減少しています。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しています。　
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定

方法

当第１四半期連結会計期間末の連結子会社の貸倒実績率等は、前連結会計年度末

に算定したものと著しい変化がないと認められるため、連結子会社の前連結会計年

度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しています。

２．たな卸資産の評価方法 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、連結

子会社の前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する

方法によっています。

３．固定資産の減価償却費の算定

方法

定率法を採用している資産については、当連結会計年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっています。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

税金費用の計算 法人税等の計上については、主に当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税

効果会計適用後の法人税等の負担率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

負担率を乗じて計算する方法を採用しています。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 248,200百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 254,966百万円

※２　株券等賃借取引

投資有価証券には貸付有価証券1,385百万円が含ま

れており、その担保として受け入れた金額を流動負

債のその他として1,051百万円計上しています。

※２　株券等賃借取引

投資有価証券には貸付有価証券1,158百万円が含ま

れており、その担保として受け入れた金額を流動負

債のその他として906百万円計上しています。

　３　偶発債務 　３　偶発債務

①債務保証契約 ①債務保証契約

 被保証者
保証金額
(百万円)

被保証債務の内容

 従業員  969住宅資金借入金等

  JVC Europe Limited 2,117
賃借保証による債

務

 
 JVC TECHNOLOGY

CENTRE EUROPE GmbH
 286リースによる債務

 
 傑偉世貿易（上海）

有限公司
 77 借入による債務

 
 Alphana Technology

(Thailand) Co., Ltd.
 178リースによる債務

 計  3,629 －

 被保証者
保証金額
(百万円)

被保証債務の内容

 従業員  1,091住宅資金借入金等

  JVC Europe Limited 1,869
賃借保証による債

務

 
 JVC TECHNOLOGY

CENTRE EUROPE GmbH
 315リースによる債務

 
 傑偉世貿易（上海）

有限公司
 79 借入による債務

 
 Alphana Technology

(Thailand) Co., Ltd.
 282借入による債務

 計  3,638 －

②輸出為替手形割引高 37　百万円 ②輸出為替手形割引高 33　百万円

　③受取手形の流動化を実施しています。この手形流動化に

ともなう遡及義務は545百万円です。

　③受取手形の流動化を実施しています。この手形流動化に

ともなう遡及義務は429百万円です。

④その他

当社グループの上海建伍電子有限公司は平成10年12月

期から平成19年12月期の10会計期間におけるケンウッ

ドとの取引に関し中国税務当局による移転価格税制に

関わる調査を受けていますが、調査の最終的な結果は

得ていません。現時点において、その調査により生ずる

かも知れない影響額を合理的に見積もることは困難で

す。従って、当該事象による影響は当第１四半期連結財

務諸表には反映していません。

④その他

当社グループの上海建伍電子有限公司は平成10年12月

期から平成19年12月期の10会計期間におけるケンウッ

ドとの取引に関し中国税務当局による移転価格税制に

関わる調査を受けていますが、調査の最終的な結果は

得ていません。現時点において、その調査により生ずる

かも知れない影響額を合理的に見積もることは困難で

す。従って、当該事象による影響は当連結財務諸表には

反映していません。

※４　財務制限条項

当社の子会社であるビクター及びケンウッドは、運

転資金の効率的な調達を行うため取引銀行とローン

契約等を締結しており、それぞれについて財務制限

条項が付されています。契約及び財務制限条項の内

容は以下のとおりです。

※４　財務制限条項

当社の子会社であるビクター及びケンウッドは、運

転資金の効率的な調達を行うため取引銀行とローン

契約等を締結しており、それぞれについて財務制限

条項が付されています。契約及び財務制限条項の内

容は以下のとおりです。

①シンジケートローンによるコミットメントライン契約

（ビクター）

当第１四半期連結会計期間末における借入実行残高は

以下のとおりです。

①シンジケートローンによるコミットメントライン契約

（ビクター）

当連結会計年度末における借入実行残高は以下のとお

りです。

 コミットメントラインの総額 24,500百万円

 借入実行残高 19,357
     　　　

　　　　　

 未実行残高 5,142 

 コミットメントラインの総額 24,500百万円

 借入実行残高 13,930
     　　　

　　　　　

 未実行残高 10,570 
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当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

上記の契約には、下記の財務制限条項が付されていま

す。

上記の契約には、下記の財務制限条項が付されていま

す。

・平成22年３月決算期に係る第１四半期会計期間の末

日におけるビクターの連結株主資本（資本金、資本

剰余金、利益剰余金、自己株式の合計金額）を900

・平成21年３月期末日におけるビクターの連結株主資

本（資本金、資本剰余金、利益剰余金、自己株式の合

計金額）を970億円以上に維持すること。

億円以上に維持すること。 ・平成22年３月決算期に係る第１四半期会計期間の末

日におけるビクターの連結株主資本（資本金、資本

剰余金、利益剰余金、自己株式の合計金額）を900億

円以上に維持すること。

　 ②コミットメントライン契約（ビクター）

当連結会計年度末における借入実行残高は以下のとお

りです。

　  コミットメントラインの総額 1,000百万円

 借入実行残高 1,000
  　　　　　　

　　

 未実行残高 －     

上記の契約には、下記の財務制限条項が付されていま

す。

　 ・平成20年３月期以降の各決算期及び第２四半期の末

日におけるビクターの連結貸借対照表における連結

株主資本（資本金、資本剰余金、利益剰余金、自己株

式の合計金額）を1,000億円以上に維持すること。

②リボルビング・ローン契約（ケンウッド）

当第１四半期連結会計期間末における借入未実行残高

は以下のとおりです。

③リボルビング・ローン契約（ケンウッド）

当連結会計年度末における借入未実行残高は以下のと

おりです。

 
リボルビング・ローン契約の

借入枠
19,500百万円

 借入実行残高 18,610 

 未実行残高 889 

 
リボルビング・ローン契約の

借入枠
19,500　百万円

 借入実行残高 10,817 

 未実行残高 8,682 

③ターム・ローン契約（ケンウッド） ④ターム・ローン契約（ケンウッド）

 借入実行残高 6,900百万円  借入実行残高 21,900百万円

上記②③の契約には、主に下記の財務制限条項が付さ

れています。

上記③④の契約には、主に下記の財務制限条項が付さ

れています。  

・各決算期及び第２四半期の末日におけるケンウッド

の連結及び単体の貸借対照表における純資産の部の

金額を、前年同期末の連結及び単体の貸借対照表に

おける純資産の部の金額の75％以上にそれぞれ維持

すること。 

・各決算期及び第２四半期の末日におけるケンウッド

の連結及び単体の貸借対照表における純資産の部の

金額を、前年同期末の連結及び単体の貸借対照表に

おける純資産の部の金額の75％以上にそれぞれ維持

すること。 

・各年度の決算期及び第２四半期の末日におけるケン

ウッドの連結有利子負債（長期借入金、短期借入金、

社債、及び手形割引）の金額を800億円以下にそれぞ

れ維持すること。 

・各年度の決算期及び第２四半期の末日におけるケン

ウッドの連結有利子負債（長期借入金、短期借入金、

社債、及び手形割引）の金額を800億円以下にそれぞ

れ維持すること。 

・各年度の決算期におけるケンウッドの連結の損益計

算書に示される営業損益を損失としないこと。   

・各年度の決算期におけるケンウッドの連結の損益計

算書に示される営業損益を損失としないこと。   

・当社について各年度の決算期における連結の損益計

算書に示される営業損益を損失としないこと。 

・当社について各年度の決算期における連結の損益計

算書に示される営業損益を損失としないこと。 
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当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

④ターム・ローン契約（ケンウッド） ⑤ターム・ローン契約（ケンウッド） 

 借入実行残高 20,000百万円  借入実行残高 20,000百万円

上記の契約には、主に下記の財務制限条項が付されて

います。

・各年度の決算期及び第２四半期の末日におけるケン

ウッドの連結及び単体の貸借対照表における純資産

の部の金額を、前年同期末の連結及び単体の貸借対

照表における純資産の部の金額の75％以上にそれぞ

れ維持すること。

・各年度の決算期及び第２四半期の末日におけるケン

ウッドの連結有利子負債（長期借入金、短期借入金、

社債、及び手形割引）の金額を800億円以下にそれぞ

れ維持すること。

・各年度の決算期におけるケンウッドの連結の損益計

算書に示される営業損益を損失としないこと。

上記の契約には、主に下記の財務制限条項が付されて

います。

・各年度の決算期及び第２四半期の末日におけるケン

ウッドの連結及び単体の貸借対照表における純資産

の部の金額を、前年同期末の連結及び単体の貸借対

照表における純資産の部の金額の75％以上にそれぞ

れ維持すること。

・各年度の決算期及び第２四半期の末日におけるケン

ウッドの連結有利子負債（長期借入金、短期借入金、

社債、及び手形割引）の金額を800億円以下にそれぞ

れ維持すること。

・各年度の決算期におけるケンウッドの連結の損益計

算書に示される営業損益を損失としないこと。

  

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

以下のとおりです。

 

 宣伝販促費 5,460百万円

 人件費 17,060 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年６月30日現在）

 

 現金及び預金勘定 44,144百万円　

 

 

預入期間が3ヶ月を超える

定期預金 
△27百万円　

 現金及び現金同等物 44,117百万円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　  1,090,002千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　    123,117千株

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。　

　

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

　

５．株主資本の金額の著しい変動

株主資本の金額に、前連結会計年度の末日に比較して著しい変動はありません。

　

（リース取引関係）

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　前連結会計年度の末日に比較して著しい変動が認められないため記載を省略しています。  

　

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

　前連結会計年度の末日に比較して著しい変動が認められないため記載を省略しています。 　　

　

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

　前連結会計年度の末日に比較して著しい変動が認められないため記載を省略しています。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

カーエレク
トロニクス
事業

（百万円）

ホーム＆モバ

イルエレクト

ロニクス事業

（百万円）

業務用
システム
事業

（百万円）

エンタテイ
ンメント
事業

（百万円）

その他
事業

（百万円）

計
(百万円)

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

　　売上高         
(1）外部顧客に対する売上高     24,827 39,87419,99311,6692,74399,109 ― 99,109

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,121 746 ― ― 13 1,880 (1,880) ―

計 25,949 40,62019,99311,6692,756100,989(1,880) 99,109

営業利益又は営業損失(△) △1,611 △3,218△1,614 18 397 △6,026 ― △6,026

（注）１．事業区分は、当社グループの社内管理区分を基に製品、サービスの種類、性質等の類似性を考慮して区分して

います。

（事業区分の変更）

　当社の子会社であるビクターにおいて、特許料収入を原資として、成長の初期段階と位置づけられる新規事

業の運営を行う「育成事業部」が新設されたことにともない、従来は「ホーム＆モバイルエレクトロニクス

事業」の売上高に含めていた特許料収入及び「ホーム＆モバイルエレクトロニクス」と「業務用システム事

業」に含めていた育成事業に係る製造費用、研究開発費等を当第１四半期連結会計期間より、新たな事業区分

「育成事業」として独立させました。これは、「育成事業」における経営資源の投入状況と成長の進捗を把握

すること及び各事業区分の製造・販売活動による経営成績をより実態に合わせて開示するために行ったもの

です。なお、同事業区分の売上高及び営業利益は全セグメントに占める割合が低いことから、「その他の事

業」に含めて表示しています。

　また、従来「その他の事業」に含めていた「光ピックアップ事業」は、生産部門を「カーエレクトロニクス

事業」における生産、物流、調達等の最適化を目的として同事業区分へ統合し、販売部門を「ホーム＆モバイ

ルエレクトロニクス事業」における光学系製品の販売機能拡充を目的として同事業区分へ統合する組織変更

を実施したことにともない、当第１四半期連結会計期間より、外部顧客に対する売上高及び営業費用を「ホー

ム＆モバイルエレクトロニクス事業」に、セグメント間の内部売上高及び営業費用を「カーエレクトロニク

ス事業」に含めることとしました。

　従来の事業区分によった場合の、当第１四半期連結累計期間の「事業の種類別セグメント情報」は以下のと

おりです。

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

カーエレク
トロニクス
事業

（百万円）

ホーム＆モバ

イルエレクト

ロニクス事業

（百万円）

業務用
システム
事業

（百万円）

エンタテイ
ンメント
事業

（百万円）

その他
事業

（百万円）

計
(百万円)

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

　　売上高         
(1）外部顧客に対する売上高     24,827 40,40119,99311,6692,21599,109 ― 99,109

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
256 746 ― ― 13 1,015 (1,015) ―

計 25,084 41,14719,99311,6692,229100,124(1,015) 99,109

営業利益又は営業損失(△) △1,612 △2,623△1,798 18 △11 △6,026 ― △6,026

　なお、当社は、平成20年10月１日付で、ビクターとケンウッドの経営統合に伴い、両社の共同持株会社として

設立されました。

　そのため、前年の第１四半期連結累計期間の連結財務諸表を作成していないことから、前第１四半期連結累

計期間の変更後の区分によった場合の「事業の種類別セグメント情報」は記載していません。
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２．各事業区分に属する主要な製品の名称は以下のとおりです。

事業区分 主要製品

カーエレクトロニクス事業
カーオーディオ、カーＡＶシステム、カーナビゲーションシステム、

光ピックアップ(内販)

ホーム＆モバイルエレクト

ロニクス事業

ビデオカメラ、液晶テレビ、プロジェクター、ピュアオーディオ、セットステレオ、

ポータブルオーディオ、ＡＶアクセサリー、光ピックアップ(外販)

業務用システム事業
業務用無線機器、業務用映像監視機器、業務用ビデオ機器、業務用オーディオ機器、

業務用ディスプレイ 

エンタテインメント事業
オーディオ・ビデオソフトなどの企画・制作・販売、

ＣＤ、ＤＶＤ(パッケージソフト)の製造、パッケージソフトなどの物流業務

その他事業
非接触移動体識別システム、気象衛星データ受信システム、他電子機器等、

記録メディア、インテリア家具他

３．会計処理の方法の変更

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用していましたが、「工事契約に関する

会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半期連結

会計期間に着手した工事契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認

められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については

工事完成基準を適用しています。

　なお、この変更による当第１四半期連結会計期間の各セグメント売上高、営業利益又は営業損失への影響は

ありません。

管理楽曲に係る使用許諾契約に基づく収益計上基準の変更

　当社の子会社であるビクターエンタテインメント㈱等における管理楽曲使用許諾に関する売上計上につい

ては、従来、使用許諾期間に基づき期間配分する方法を原則としていましたが、当第１四半期連結会計期間よ

り、契約の実質に照らして資産又は権利の販売とみなすべき取引については、使用許諾契約を締結した時点で

一括して売上計上する方法に変更しました。この変更は、当期に、音楽著作権等の使用許諾に関する取引の見

直しを行い、実質的に資産又は権利の販売とみなすべき取引の収益認識をより実態に合わせて連結財務諸表

に反映させるために行ったものです。　

　この結果、従来の方法によった場合に比較して、当第１四半期連結会計期間のエンタテインメント事業の売

上高は826百万円増加し、営業利益は826百万円増加しています。

　

【所在地別セグメント情報】
当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

日本
（百万円）

米州
（百万円）

欧州
（百万円）

アジア
（百万円）

その他の
地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

　　売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 36,06328,95921,87211,728 484   99,109 － 99,109

(2）セグメント間の内部売上高 35,216 45 647 25,546 －    61,455(61,455) －

 計 71,27929,00422,52037,275 484  160,565(61,455) 99,109

 営業利益又は営業損失（△） △3,871 △67 △868 △217 18 △5,006   △1,020△6,026

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　　　（1）米州　　　　　　アメリカ、カナダ、パナマ

 　　　　 （2）欧州　　　　　　ドイツ、フランス、イギリス

　　　　　（3）アジア　　　　　中国、シンガポール、アラブ首長国連邦

　　　　　（4）その他の地域　　オーストラリア

３．所在地別セグメント情報は、当社及び連結子会社の売上高・営業利益等を、当社及び連結子会社が所在する

国又は地域ごとに区分し表示したものです。
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４．会計処理の方法の変更

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用していましたが、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半

期連結会計期間に着手した工事契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実

性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につ

いては工事完成基準を適用しています。

　なお、この変更による当第１四半期連結会計期間の各セグメント売上高、営業利益又は営業損失への影響は

ありません。

管理楽曲に係る使用許諾契約に基づく収益計上基準の変更

　当社の子会社であるビクターエンタテインメント㈱等における管理楽曲使用許諾に関する売上計上につい

ては、従来、使用許諾期間に基づき期間配分する方法を原則としていましたが、当第１四半期連結会計期間よ

り、契約の実質に照らして資産又は権利の販売とみなすべき取引については、使用許諾契約を締結した時点

で一括して売上計上する方法に変更しました。この変更は、当期に、音楽著作権等の使用許諾に関する取引の

見直しを行い、実質的に資産又は権利の販売とみなすべき取引の収益認識をより実態に合わせて連結財務諸

表に反映させるために行ったものです。

　この結果、従来の方法によった場合に比較して、当第１四半期連結会計期間の日本の売上高は826百万円増

加し、営業損失は826百万円減少しています。

 

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

米州 欧州 アジア
その他の
地域

計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 29,525 22,447 12,927 3,018 67,918

Ⅱ．連結売上高（百万円）     99,109

Ⅲ．海外売上高の連結売上高に占める

割合（％）
29.8 22.6 13.0 3.0 68.5

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２．各区分に属する主な国又は地域

　　　(1)米州　　　　　　アメリカ、カナダ、パナマ

　　  (2)欧州　　　　　　ドイツ、フランス、イギリス

　　  (3)アジア　　　　　中国、シンガポール、アラブ首長国連邦

　　　(4)その他の地域　　オーストラリア、アフリカ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（ただし、連結会社間の内部売

上高は除く）を、販売先の国又は地域ごとに区分し表示したものです。 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

 
当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

 １株当たり純資産額 80.15円 １株当たり純資産額 86.60円

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  
当第１四半期連結会計期間末

（平成21年６月30日）

前連結会計年度末

（平成21年３月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 78,437 85,579

 純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
944 1,843

 （うち少数株主持分） 944 1,843

 普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

（百万円）
77,492 83,735

 １株当たり純資産額の算定に用いられた四半期

末（期末）の普通株式の数（千株）
966,884 966,886

 

２．１株当たり四半期純損失金額等

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

 
 
 

 １株当たり四半期純損失金額（△） △8.32円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株

式が存在しないため記載していません。　　　　　　　

 

 

（注）１株当たり四半期純損失金額等の算定上の基礎は、以下のとおりです。

  
当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

 
 
 

 四半期純損失（△）（百万円） △8,041  

 普通株主に帰属しない金額（百万円） ―  

 普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △8,041  

 期中平均株式数（千株） 966,885  
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（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　

新株予約権発行について

　当社は、平成21年７月10日開催の取締役会決議に基づき、平成21年７月28日、第１回乃至第８回新株予約権（以

下「本新株予約権」という。）の発行及び第三者割当を実施しました。その内容は以下のとおりです。

　  ①発行日 　平成21年７月28日 　

　  ②新株予約権の総数
　320個（第１回乃至第８回新株予約権合計：１回号当たりの新株予約権の個

数は40個）
　

　  ③新株予約権の払込金額 　新株予約権１個につき金65,262.5円（総額20,884,000円）　

　  ④当該発行による潜在株式数

　160百万株（第１回乃至第８回新株予約権合計：１回号当たり20百万株、新株

予約権１個当たりの目的である株式数は50万株）

　本新株予約権の行使に際して交付する株式において、当社は保有する自己

株式（約123百万株）を優先的に活用する予定です。１回号当たりの交付株

式数の上限を20百万株と定め、全回号を合わせても最大で160百万株（発行

決議日時点における発行済株式数の14.7％）にとどまります。

　

　
 ⑤資金調達の額

　　(差引手取概算額)　

　9,283,884,000 円

　差引手取額は、本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計

額及び本新株予約権の払込金額の総額（第１回乃至第８回新株予約権合

計）を合算した金額から、本新株予約権にかかる発行諸費用を差し引いた金

額となります。

　上記金額は、行使価額を58円（本新株予約権の発行決議日（平成21年７月

10日）の当社普通株式の普通取引における終値）と仮定して算出した概算

額です。

　行使価額修正の決定により行使価額が修正される場合に加え、行使価額が

調整された場合にも、差引手取額は減少又は増加します。また、本新株予約権

の行使期間内（平成21年７月29日から平成23年７月27日まで）に行使が行

われない場合及び当社が本新株予約権を取得した場合には、上記金額は減少

します。

　

　  ⑥行使価額

　当初116 円

　当社は、本新株予約権の割当日の翌営業日（平成21年７月29日）以降、市場

環境等を考慮しながら、当社の判断により、各回号の新株予約権ごとに行使

価額の修正を取締役会で決議（以下「行使価額修正決議」という。）するこ

とができます。行使価額修正決議から権利行使までのプロセスは以下のとお

りです。

　・当社は、割当日の翌営業日以降、前営業日の株価が発行決議日の東証終値の

50％を上回っている限り、１回号ごとに、１回に限り行使価額修正決議を

行うことができます。

　・行使価額修正決議が行われた回号の新株予約権の行使価額は、行使価額修

正決議日の３取引日後からの３連続取引日（当該３取引日目を以下「修

正日」という。）の東証終値の平均値×92％に修正され、修正日の翌営業

日から適用されます。

　

　

　

　
 ⑦募集又は割当方法

   （割当先）
　野村證券株式会社に対する第三者割当方式 　

　
 ⑧発行価額のうち資本金へ

   組入れる額

　本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会

社計算規則第17条の定めるところに従って算出された資本金等増加限度額

に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生ずる場合は、その端

数を切り上げるものとします。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限

度額より増加する資本金の額を減じた額とします。
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　  ⑨調達する資金の使途

　 使　途 金額(百万円)　 支出予定時期

　
①カーエレクトロニクス事業における

設備投資
　4,000平成21年９月～平成23年６月

　
②カーエレクトロニクス事業における

研究開発
　4,000

平成21年９月～平成23年６月

　

　 ③有利子負債の返済 　残額
平成21年９月～平成23年６月

　

　当社は、当社の判断により、上記の資金使途に充当するための資金調達を行

い、可及的速やかに支出を行う予定です。

　

　

　  ⑩その他

　取得（コールオプション）について

　　当社は、当社の判断により、いつでも本新株予約権の全部又は一部を取得す

ることができます。また、当社普通株式の東証終値が20取引日連続で29円

（発行決議日の東証終値の50％）を下回った場合には、当社は、残存する新

株予約権の全部を取得します。

　

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 

平成２１年８月１０日

 

 ＪＶＣ・ケンウッド・ホールディングス株式会社  

 取締役会 御中   

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ   

  指定有限責任社員
　　　　
業務執行社員

 公認会計士 小野敏幸 印  

  指定有限責任社員
　　　　
業務執行社員

 公認会計士 松浦利治 印  

  指定有限責任社員
　　　　
業務執行社員

 公認会計士 孫　延生 印  

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＪ

ＶＣ・ケンウッド・ホールディングス株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結

会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日まで）及び第１四半期

連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＪＶＣ・ケンウッド・ホールディングス株式

会社及び連結子会社の平成２１年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累

計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

　

追記情報

「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は、平成２１年７月１０日開催の取締役会決議に基づき、

平成２１年７月２８日、第１回乃至第８回新株予約権の発行及び第三者割当を実施した。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上　
 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四

半期報告書提出会社）が別途保管しています。

（注）２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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